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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電柱バンドに取り付けられる電柱固定金具と、該電柱固定金具に取付支持され電柱に対
し直交する方向に延設される支持パイプと、該支持パイプの先端部に水平面内で回動可能
に取り付けられる取付板と、該取付板の両側部にそれぞれ取り付けられるケーブル支持金
具とを備え、前記ケーブル支持金具は、それぞれ前記取付板の長さ方向へ所定範囲スライ
ド可能に構成され、回動可能な前記取付板とスライド可能な前記ケーブル支持金具が移動
されることによって、電柱に架線される電線と前記ケーブル支持金具のそれぞれに取り付
けられる各ケーブルとの離間距離を所定の距離に設定可能とすることを特徴とする電柱用
ケーブル共架金具。
【請求項２】
　前記所定範囲のスライドの構成は、取付板の長手方向に設けられた長穴と、この長穴に
止着するケーブル支持金具の取付穴との位置を変更することにより構成されていることを
特徴とする請求項１記載の電柱用ケーブル共架金具。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電線を架設する電柱の上部にケーブル等の通信回線を共架するために電柱に
取り付ける電柱用ケーブル共架金具に関するものである。
【背景技術】
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【０００２】
　従来、電柱に光ファイバケーブル等の通信回線を架設するための金具として、例えば特
許文献１に記載されたものがある。これは、電柱の外周をボルト等で締め付ける電柱バン
ドと、この電柱バンドに装着され電柱から地面対し平行に取り付けられた腕金具（アーム
部）と、その所定位置にケーブルを支持する支持部材を備えたものがある。
【０００３】
　また、特許文献２には、光ファイバケーブル余長分支持金具が開示されている。この金
具は、電柱にほぼ水平方向で且つメッセンジャーワイヤの架線方向と直交する方向に固定
された腕材を有しており、この腕材に垂直フレームが光ファイバケーブル余長分支持金具
として取り付けられていて、この垂直フレームの下部に光ファイバケーブル余長分を支持
する光ケーブル余長分支持部材が設けられているとともに、これより上部にメッセンジャ
ーワイヤを保持する保持具が取り付けられているものである。
【０００４】
【特許文献１】実用新案登録第３０２８６０号公報
【特許文献２】特開２００２－３１１３１５号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、このような共架用金具の場合、単一の通信回線を電柱に共架するための
ものであって、通信回線が後から追加される場合や最初から複数回線の場合には、腕金具
を複数個取り付ける必要が生じるが、腕金具が無計画に取り付けられると、電柱上で作業
する空間の確保が困難になり、作業者の安全な昇降の妨げになるとともに、通信回線と電
線との離間距離の調整が難しくなる。
【０００６】
　本発明の課題は、これら従来の問題点を解決しようとするもので、通信回線と電線との
離間距離の調整が容易で、かつ複数回線の架線ができる電柱用ケーブル共架金具を提供す
ることにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　前記課題を達成するため、請求項１記載の電柱用ケーブル共架金具は、電柱バンドに取
り付けられる電柱固定金具と、該電柱固定金具に取付支持され電柱に対し直交する方向に
延設される支持パイプと、該支持パイプの先端部に水平面内で回動可能に取り付けられる
取付板と、該取付板の両側部にそれぞれ取り付けられるケーブル支持金具とを備え、前記
ケーブル支持金具は、それぞれ前記取付板の長さ方向へ所定範囲スライド可能に構成され
、回動可能な前記取付板とスライド可能な前記ケーブル支持金具が移動されることによっ
て、電柱に架線される電線と前記ケーブル支持金具のそれぞれに取り付けられる各ケーブ
ルとの離間距離を所定の距離に設定可能とすることを特徴としている。
【０００９】
　請求項２記載の電柱用ケーブル共架金具は、請求項１記載の発明において、所定範囲の
スライドの構成は、取付板の長手方向に設けられた長穴と、この長穴に止着するケーブル
支持金具の取付穴との位置を変更することにより構成されていることを特徴としている。
【発明の効果】
【００１０】
　請求項１に記載の発明によれば、通信回線を電柱に共架する際に、少なくとも２条を平
行に配線することができる。また、電柱に電線が平行に２本張られている場合であって、
上方に共架する通信回線が、例えば光ファイバケーブルで、その余長を円形に巻いて支持
するような場合に、電線と光ファイバケーブルの余長が接触するおそれがある時には、電
柱バンドの支持パイプを止める位置をずらすとともに、取付板を電線と直交する位置に回
動することにより、ケーブルを電線から離間した位置に電線と平行に共架することができ
、接触や干渉を防ぐことができる。



(3) JP 5090186 B2 2012.12.5

10

20

30

40

50

【００１１】
　さらに、電柱に多数の電力線が配設されている場合でも、ケーブル支持金具を、適宜取
付板の長さ方向へスライドすることができ、ケーブルを電力線と接触しない位置に平行に
共架することができる。
【００１２】
　また、請求項２記載の発明によれば、長穴という簡単な構成で自在に通信ケーブルの位
置を変更することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１３】
　以下、この発明に係る電柱用ケーブル共架金具の実施の形態を図面を参照して説明する
。
　電柱用ケーブル共架金具１０は、図１に示すように、電柱Ｄに装着する電柱バンドＢに
よって電柱Ｄに固定する電柱固定金具２０と、この電柱固定金具２０に取り付けられる支
持パイプ（従来例で示した腕金具に相当する。）３０と、この支持パイプ３０の先端に水
平面内で回動可能に装着される取付板４０と、この取付板４０の両端部にそれぞれ取り付
けられるケーブル支持金具５０とを備えている。なお、ケーブル支持金具５０は、前記取
付板４０に止着される支持板６０と、この支持板６０に取り付けられケーブルを把持する
ケーブル把持部材７０とを有しているとともに、前記支持パイプ３０と取付板４０との装
着は装着金具８０によって行われている。
【００１４】
　上記電柱固定金具２０は、図２に示すような形状を有している。なお、図２（ａ）は正
面図、（ｂ）は背面図、（ｃ）は平面図、（ｄ）は左側面図である。
　電柱固定金具２０は、図２（ａ）、（ｂ）に示すように、略凹状で上端部は左右にそれ
ぞれ庇状部２１を有しており、図２（ｃ）に示すように底面に水抜き用の穴２２を有して
いる。また、図２（ｄ）に示すように側壁２３には、ボルト貫通用の止め穴２４が両側壁
にそれぞれ２個ずつ設けられている。
【００１５】
　また、図２（ｂ）のに示す電柱側背面には、左右から袖状のストッパー２５が中央方向
に向かって折り曲げた状態で形成されており、底面端部からも同様に上方へ向かって若干
の後面壁２６が補強部として形成されている。
　また、正面には底面端部から上方に向かって垂直に後述する支持パイプ３０の底面を載
置するための前面壁２７が形成されている。
【００１６】
　上記支持パイプ３０は中空の角柱で形成されており、側面視、図３に示すように、後端
部近傍には間隔を開けて直径の異なる貫通穴３１，３２が形成されているとともに、先端
部近傍にも間隔を開けて直径の同じ貫通穴３３，３４，３５が形成されている。これらの
貫通穴と全く同じ寸法の貫通穴が反対側の側面の同位置にも形成されている。なお、図３
（ｂ）は支持パイプ３０の正面図である。
【００１７】
　この支持パイプ３０を前述した電柱固定金具２０に取り付ける方法は、先ず支持パイプ
３０を電柱固定金具２０の前面から嵌め込み、電柱バンドＢを電柱に巻回して電柱バンド
Ｂのボルト穴からボルトを差し込み、電柱固定金具２０の電柱よりの止め穴２４及び支持
パイプ３０の後端部側の直径の大きい貫通穴３１を通し、さらに電柱固定金具２０、支持
パイプ３０の反対側に形成された穴を通してナットにて仮締めする。
【００１８】
　次に、電柱固定金具２０の電柱から離れた止め穴２４及び支持パイプ３０の後端部側の
直径の小さい貫通穴３２にボルトを通し、さらに反対側に形成された穴を通してナットに
て仮締めする。支持パイプ３０の貫通穴３１が電柱固定金具２０の止め穴２４より若干大
きく形成されているので、支持パイプ３０の底面は電柱固定金具の前面壁２７を支点にし
て若干動かすことができる。所望の水平位置になるようにしてから、ナットを締め支持パ
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イプ３０を固定する。
【００１９】
　次に、支持パイプ３０の先端に装着する取付板４０について説明する。
　取付板４０は、図４に示すように形成されており、図４（ａ）は平面図、（ｂ）は正面
図、（ｃ）は側面図である。
　取付板４０は、図４に示すように、長方形の鉄板の両周辺部を垂直に折り曲げた補強部
４１を有しており、平坦面４２の中心部にはボルト穴４３が設けられている。また、この
ボルト穴４３を中心として所定径の円弧状に形成された２個の円弧状長穴４４が設けられ
ているとともに、これら円弧状長穴４４の近傍から取付板４０の長手方向両端に向かって
所定長さの直線状の長穴４５が形成されている。
【００２０】
　上記取付板４０を支持パイプ３０の先端部に装着するには、装着金具８０を用いること
になる。
　装着金具８０は、３個の金属部材で構成されており、１つは図５に示すようなパイプ支
持板８０Ａで有り、他の２つは図６に示すようなパイプ支持板８０Ｂである。
　なお、図５（ａ）は平面図、（ｂ）は正面図、（ｃ）は側面図であり、図６（ａ）は正
面図、（ｂ）は側面図、（ｃ）は平面図である。
【００２１】
　パイプ支持板８０Ａは、図５に示すように、平坦面である底面８１の中心部にボルト貫
通用の貫通穴８２が設けられており、左右には矩形状の貫通穴８３がそれぞれ設けられて
いて、これら貫通穴８２と貫通穴８３との間にはそれぞれスリット８４が形成されている
。また、図５（ｂ）に示すように、正面から見ると前面壁（後面壁）８５の中央部が凹ん
でいてパイプ支持部８５ａとして形成されており、支持パイプ３０の底面がここに載るこ
とになる。
【００２２】
　また、パイプ支持板８０Ｂは、図６に示すように、一枚の板をＺ型に折り曲げ形成した
もので、側壁８６にはボルト貫通用の貫通穴８７が、底面８８にも矩形状のボルト貫通用
の貫通穴８９が設けられている。
【００２３】
　次に、これら装着金具８０であるパイプ支持板８０Ａ、８０Ｂによって、支持パイプ３
０に取付板４０を装着した状態を図７に示す。先ず、パイプ支持板８０Ａの各スリット８
４にそれぞれパイプ支持板８０Ｂの底面８８を差し込んで対向させる。そして、パイプ支
持板８０Ａの貫通穴８２とパイプ支持板８０Ｂの貫通穴８９とを合わせてボルトＳ１を差
し込み、ボルトＳ１の先端を取付板４０の円弧状長穴４４に通し、取付板４０の裏面でナ
ットＮ１によって仮締めする。続いて、ボルトＳ２をパイプ支持板８０Ａの中心部に設け
られている貫通穴８２に差し込み、取付板４０の中心部のボルト穴４３を通し、取付板４
０の裏面でナットＮ２によって仮締めする。
【００２４】
　支持パイプ３０と取付板４０とを直交するような状態にする場合は、パイプ支持板８０
Ａの貫通穴８２とパイプ支持板８０Ｂの貫通穴８９の位置は、取付板４０の円弧状長穴４
４の中心位置にセットして、ナットＮ２を締め付け固定し、かつそれぞれのナットＮ１も
締め付け固定する。そして、一対のパイプ支持板８０Ｂで形成された空間に支持パイプ３
０の先端を挿入し、支持パイプ３０に形成された例えば貫通穴３５と、パイプ支持板８０
Ｂの側壁の形成された貫通穴８７とを合わせて一方の貫通穴８７からボルトＳ３を差し込
み他方のパイプ支持板８０Ｂの側壁の形成された貫通穴８７から突出したボルトＳ３にナ
ットＮ３を螺合させて締め付けることにより支持パイプ３０の先端に取付板４０が装着さ
れる。
　なお、支持パイプ３０には複数の貫通穴が設けられているので、取付板４０の位置を変
えることも可能である。
【００２５】
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　図７に示した支持パイプ３０と取付板４０との装着状態を上方から俯瞰したものを図８
（ａ）に示す。なお、図では分かり易くするためにパイプ支持金具８０Ｂは表示されてい
ない。図８（ｂ）は、取付板４０に形成された円弧状の長穴４４とパイプ支持板８０Ａの
貫通穴８３との位置関係を、中心部の貫通穴８２に差し込んだボルトＳ２（図７参照）を
軸として回動させることにより取付板４０と支持パイプ３０との位置関係は直交状態から
左右にそれぞれ２０°まで変更することができる。
【００２６】
　次に、前述した取付板４０の両端部にそれぞれ取り付けられるケーブル支持金具５０に
ついて説明する。
　ケーブル支持金具５０は、取付板４０に止着される支持板６０と、この支持板６０に取
り付けられケーブルを把持するケーブル把持部材７０とで構成されている。支持板６０は
、図９に示すような形状であり、図９（ａ）は正面図、（ｂ）は側面図（ｃ）は平面図で
ある。図に示すように、支持板６０は、平板状の金属板を略Ｗ状に折り曲げたもので、平
坦面である上面６１にボルト止着用の貫通穴６２が形成されており、その両サイドにボル
ト回り止め用の半月状の突起６３が下方に向かって突出形成されている。この貫通穴６２
は、この支持板６０を取付板４０の長穴４５に対しボルト止めするためのものである。
　また、下方の垂直面６４には、同じくボルト止め用の矩形状の貫通穴６５が２個形成さ
れている。この貫通穴６５は、後述するケーブル把持部材７０をボルトによって取り付け
るためのものである。
【００２７】
　図１０は、この支持板６０を取付板４０に取り付けた状態を示すもので、取付板４０の
長穴４５に支持板６０の貫通穴６２を合わせて、下方からボルトＳ４を差し込み、長穴４
５から上方に突出したボルトＳ４の先端からナットＮ４を螺合させて締め付けることで取
付が行われる。支持板６０は、ナットＮ４を緩めることによって、矢印で示すように、取
付板４０の長手方向に取付位置を移動することが可能である。
【００２８】
　次に、ケーブル支持金具５０のケーブル把持部材７０について説明する。ケーブル把持
部材７０は、図１に示すように、前記支持板６０に設けられた矩形状の貫通穴６５に対向
した２個の矩形状の貫通穴を有するケーブル支持プレート７１を有しており、該ケーブル
支持プレート７１の左右中央部には螺旋状に形成されたケーブル支持アーム７２が設けら
れている。また、ケーブル支持プレート７１の中央上部からコ字状の一対のフック７３が
下方に向かって設けられているとともに、上端部左右近傍には内部に円筒状弾性部材が収
納された同じく円筒状の取付片７４が設けられている。
【００２９】
　ケーブルＣが例えば光ファイバケーブルで、その余長分を把持するためには、図１に示
すように、ケーブルＣの余長部を丸めてケーブル支持アーム７２によって支持させるとと
もに、丸めた部分の上部をフック７３で支持し、その端部を取付片７４で把持することに
なる。なお、単にケーブルＣを直線状に把持するには一対の取付片７４のみを使用しても
よい。
【００３０】
　図１１は、電柱Ｄに、この電柱用ケーブル共架金具１０を取り付けた状態を示し、（ａ
）は電柱に電線が１条架設されている場合を想定したもので、（ｂ）及び（ｃ）は電線が
２条架設されている場合を想定したものである。図１１（ａ）に示すように、支持パイプ
３０に装着された取付板４０に対し、ケーブル支持金具５０が図においては上方に移動さ
せた状態で取り付けている。（ｂ）は取付板４０に対し、ケーブル支持金具５０が図にお
いては下方に移動させた状態で取り付けている。また、（ｃ）は取付板４０に対し、ケー
ブル支持金具５０が図においては中央に寄せて移動させた状態で取り付けている。
　このように、架設された電線の状態に合わせて、通信回線が電線と干渉しないようにす
ることができる。
【図面の簡単な説明】
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【００３１】
【図１】本発明に係る電柱用ケーブル架設金具の実施の形態を示す斜視図である。
【図２】電柱固定金具を示す図である。
【図３】電柱固定金具に取り付ける支持パイプを示す図である。
【図４】支持パイプに装着される取付板を示す図である。
【図５】支持パイプに取付板を装着するためのパイプ支持板８０Ａを示す図である。
【図６】支持パイプに取付板を装着するためのパイプ支持板８０Ｂを示す図である。
【図７】支持パイプに取付板を装着した状態を説明するための図である。
【図８】支持パイプに取付板を装着した状態を上方から見た図である。
【図９】ケーブル支持金具のうち取付板に止着される支持板を示す図である。
【図１０】取付板に支持板を取り付けた状態を示し、支持板が取付板の長手方向に移動で
きることを説明するための図である。
【図１１】電柱に電柱用ケーブル共架金具を取り付けた状態を示す図である。
【符号の説明】
【００３２】
　Ｂ 電柱バンド
　Ｃ ケーブル
　Ｄ 電柱
　Ｎ１，Ｎ２，Ｎ３，Ｎ４ ナット
　Ｓ１，Ｓ２，Ｓ３，Ｓ４ ボルト
　１０ 電柱用ケーブル共架金具
　２０ 電柱固定金具
　３０ 支持パイプ
　４０ 取付板
　４４ 長穴
　５０ ケーブル支持金具
　６０ 支持板
　７０ ケーブル把持部材
　８０ 装着金具
　８０Ａ パイプ支持板
　８０Ｂ パイプ支持板
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